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私たちのま ち―足立区 の将来は
足立区基本構想に関する答申から

私たちのまち―足立区の将来は
区は、足立区の将来像とそれを実現する方策を内容とした、まちづくりの憲法といわれ

る「基本構想」の策定をすすめ ています。

このため昨年8月、足立区基本構想の策定について、「足立区基本構想審議会( 会長安

達正興) 」に諮問をしておりました。審議会では、足立区の現状と問題点をあらゆる角度

から検討し、さらに世論調査、区民アンケート、広聴会などを実棆し、区民の皆様の意見

も充分に反映しながら審議をかさねてきました。このたび、「足立区基本構想に関する答

申」がだされました。ここに、その概要をお知らせします。区では、この答申をもとに今
年11月の区議会に、「足立区基本構想」を提案する予定です。ここに掲載しました内容に対

する、ご意見、ご要望を多数およせください。( 企画部基本構想・長期計画担当)

まえが き
昭和52年8月2日　第一回足立区基本構想

審議会において、区長より地方自治法二条五

項の規定にもとづき「足立区基本構想の策定」

についての諮問があり、これを受けて当審議

会は足立区幕本構想答申のための検討に入った。

審議会は、審議の前提として、足立区の現

状と問題点についての的確な把握が必要であ

るという観点から、四つの専門部会にわかれ、

足立区の各領域にわたる状況とその問題点に

ついての検討を行ない、つ ぎにこれにもとづ

き足立区の望 ましい将来像を設定し、こ れを

実現するためにはどのような施策か必要かな

ど、具体的 晧策の大綱を整理するとともにそ

の体系化にっとめた。
これらの審議は、その内容が足立区の現在

抱えている諸問題、さらにこれから提起され

るであ ろう問題など複雑で 多岐にわたり、暗

中に模索するといっ た困難な状況の中で行な

われた。

第一回の審議会以来、全体会5回、専門部

会17回、専門部会長連絡会2回などの各種審

議を経て、ここにその結論がまとまり答申す

るはこびとなった。
なお、本答申に広く区民の声を反映し、基

本構想を真に区民 のものとするために実施し

た世論調査、区民アンケート調 査ならびに広

聴会の結果が、答申作成のための貴重な資料

になったことをここ に付記しておきたい。

答申の構成は7章からなり、第1章は「基

本構想の意義と役割」とし、区民と区の合意

によって成り立つ、将来のまちづくりの尊重

すべき指針としての基本構想のあり方につい

て述べ、第2章は「基本構想策定の前提」と

して、足立区の沿革と現状ならびに人口、産

業等の将来予測について記述した。第3～5

章はこの答申の中心の部分にあたり、第3章

は「足立区の将来像」で将来目標を6本の柱

にわけ、望ましい足立区の将来像を描いた。

第4章は「施策の大綱」とし、将来像を達成

するための具体的で基本的な徭策について、

その方向と道す匕を示し、第5章は「土地利

用構想」で、将来のまちづくりの最も基礎的

な要素である土地利用の基本的な方針につい

て、その考え方を明らかにし、区全域でのま

ちづくりの整合性をはかるようにつとめた。

第6章は「行財政の展望」であり、基本構想

達成のための条件整備としての行財政体制の

確立を中心にまとめ、最終章である第7章は　

「実施への方策」として、基本 構想の実効性

確保のため の方策を述べた。

区が基本構想を定め、こ れに もとづく基本

計画等の策定 を進めるにあたっては、この答

申の趣旨を尊重し、その精神を十分に反映す

るよう望む ものである。

昭和53年6 月7 日
足立区基本構想審議会会長　安達正興

答申をうけて
足立区長　長谷川　久勇

まちづくりは、長期的 展望に立って、計画
的に着実に進めていかなけ ればなりませ ん。

そのため区は区民の皆様の合意のうえに なり

たつ 、区のまちづ くりの拒針としての基本構

想を持たなければなりません。

私は、昨年8月に、足立区の将来のあるべ

き姿とその方策について、基本構想審議会に

その意見を求めておりましたか去る6月7日

審議の結果の答申をいただきました。

審議会は答申に至る間、膨大で複雑な内容
にもかかわりま

せず、精力的な

審議を重ねられ

ました、 会長を

はじめ各委貝の

ご苦労に対しま
して、深く感謝

と敬意を表した

いと存じ ます。

答申は足立区

の歴史や沿革を

充分に考慮され、

的確な現状把握

のもとに内容が、

具体的かつ豊富で示唆にとんだものとなって

おります。今後この答申をもとに基本構想を

策定し、区議会にご提案申しあげる所存でご

ざいます。

しかし地方自治体をとりまく環境は、日本

経済の高度成長から低成長への移行の中で財

政的に深刻な状況にあり、この状態は今後も

続くものと予想されます。

また足立区には、解決しなければならない

問題が山積いたしております。このような状

況の中で将来を展望することは困難なことで

はありますが、今回いただきました答申をも

とに私は、将来の足立区のために、足立区基

本構想策定に邁進いたす所 存でございます。

皆様の一層のご理解とご支援をお願い申し

あげ ます。

安達会長から答申をうける長谷川区長

基 本構 想の
意義と役割

基本構想の理念は「自由と平和を愛し、基

本的人権と民主主義を保障した、日本国憲法

のもとに、区民ひとりひとりの真 の福祉を確

立する」ところにあり ます。こ のために、区
民か何を望み、何を期待するかを的確に把握

し 、足立区の社会的、経済的な環境および、

地理的、歴史的特性などを充分に考慮して長

期的な展望に立った望 ましい足立区の将来像

と、こ れを達成するため の指針として基本構

想を策定しなけ ればなり ません。

基本構想は区の果すべき役割と区民の果す

べき役割を明確にして、区民 と区が確認しあ

った将来のまちづくりの憲法です。

従って基本構想の役割は、つぎの三つに要
約できます。

①区の計画的行政運営 の指針

②区民、民間等の活動に際しての指針

③国、都等の諸計画策定、事業執行に際して

の尊重すべき指針

すなわち、基本構想は区の各領域における長
期的展望に立っての 基本的 な方向づけを行 な

うものといえます。

基本構 想策定
の 前 提

■ 人 口

足立区の人口予測については、過去におけ

る人口増加の諸要因と傾向をふまえ、かつ、

将来における計画的な市街地の開発、再開発

など、快適で安全な区民生活を営みうる適正

規模を考慮しなから、区内を13のブロッ クに

分けそれぞれの地 域特性を考慮し、将来の住
宅等地区面積とその適正な人口密度により推

計した。 この結果 、昭和75年における望まし

い足立区の人口 規模は70万人となった。(左図)

■ 所 得

足立区の一人あたりの所得を見ると、昭和51
年は524千円で全国平均の486 千円を7. 8%

上回っ ているが、東京都区部の平均714 千円

に比較すると約4分の3となり、特別区の中
での最低となっている、また一世帯あたりの
所得は1, 612千円で特別区平均の1, 836千円を
下回るか、23区中の19位となっている。これ
らの理由としては、主に、公営住宅を中心と
した住宅建設の促進と、これによる世帯形成
期の若年層の流入等、相対的な低所得者層の

増加かあげられる。
しかし、足立区の一人あたりの所得のここ

数年の伸び率は、特別区の平均伸び率を上回

っており、また、昭和45年を100とすると昭
和51年に足立区は241. 5となり、特別区の231. 1

をかなり上回っており、こ のことからその格

差は将来漸次縮少する傾向にあるといえよう。

将来における区民一人あたり所得の目標を

23区平均、他の区を例にとれば、品川、大田、

練馬といったところにおく必要がある。

■ 産業
産業別昼間就業者数の推計

( 注) 1. 昭和50年は国勢調査による。
2. 商業とは卸売業・小売業・飲食店をさす。
3. その他とは金融保険業・運輸通信業・電気ガス水

道供給業・建設業・教育・公務員等をさす。
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上段: 昭和75年推定人口

下段: {　}内は、
昭和53年1月1日人口

①～⑬は、ブロック番号です。

※ 昭和53年1月1日現在の区の総人口は
625, 285人です。

※ 足立区の将来人口は、700, 000人です。
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首都の生活をささえる
自立するまち

足立区は、首都東京の中で、古くは農業、とくに鮮度を好む野菜・花などの一大供給地

であり、また、養豚なども盛んに行なわれた。工業面では、水運を利用した製鉄・木工な
どが発達していたが、現在では合板工場、合板を原材料とする家具製造や皮革工場などに

特色がみられる。区内には経済活動上や職住近接によって成りたつ中小零細企業や職業上

都市内を離れることのできない層を大量にかかえている。また、比較的収入の少ない層や

世 帯彫成 期の若い層の居住地としての面を色濃くもっている。 公団・公社・都営住宅 の総

数は、4 万4 千戸をかぞえ、その中で3 万戸は都営 住宅である。

都営住宅か、都民の住宅難解消に多大の寄与をしてきたことは、いなめない事実である

が、その多くか低所得者や生活保護の対象者であることも事実で、一部では住宅そのもの

が福祉施設化しているものもみられる。こうした一面のほか、卸売市場・流通葉務団地・

地下鉄車庫・汚水処理場・清掃工場・給水場・変電所など首都の日常生活を支える紬設も

多い。しかし、これら諸機能が区の財政力を弱め、また、地域環境を悪化させ、定住化の

ブレーキ“ 住みつづけたくない足立区"となっている。これらの遠因に、自治権の極端な

制約によって、自治の機能か有効に働き得 なかったことは 、否定できないところ であろう。

首都東京の中で、足立区かはたしてきた個性的な役割は 、良か れ悪かれ今後もはたして

行かなければならないが 、その面でのデメリットはメリットに転換させて行かなければ、

真に住民の生活を守り、豊かで安全な生活環境をつくりだし て行 くことは不可能である。

足立区が、真に自立し て行くには、制度的に も、また住民 の各般の生活行動においても、

自立できるものにしなくてはならない。
そのために、区民と行政 のエ ネル ギーを結集して、「区の自治権の拡充」、「区民自治

の原則」、「広域的行政の展開」、「魅力ある中心市街地 の形成と地元商業の育成」、「地場
産業の育成と都市型工 業への転換」、 「農業振興と農地の環境保全機能としての活用」と

いっ た嵬策を強力に推進する。

1. 区の自治権の拡充

○ 都区機能分担の明確化と基礎的 自治体優先

の事務配分

○ 周辺区格差是正のための都区財政制度改善

○ 国・都との税源の再配分

○ 超過員担の解消等国・都の補助制度改善

○ 地方債制 度の改善と活用

○ 地方交付税制度の改善

○ 新財源の確保

○ 受益者員担の適 正化

○ 自主的な人事運営制度の確立

2. 区民自治の原則

○ 区民参加の機会と情報の提供

○ 区民相互及び区民と職員の交流の促進
○ 区民組織の育成と援助
○ 地域社会( コミュニテイ) 形成の推進
○ 区民自治意識の高揚
○ 区民憲章の制定
○ 区民参加に対応する行政組織の盤備

○ 広報広聴活動の充実

3. 広域的行政の展開

○ 隣接自治体との連絡・提携体制の整備

○ 課題・事業に対応した関係自治体・公的機

関等との協調体制 の整備

○ 「友好都市」、「姉妹都市」等都市提携の

推 進

○ 民間の知識や資本の活用

4. 魅力ある中心市街地の
形成と地元商業の育成

○ 駅前再開発等による商店街の整備

○地城商店街の魅力づくりと環境警備
○ 商店( 個店) の協業化、組織化と流通機構

の改善
○ 指導・融資制度の充実と従業員の定着対策

○ 区内消費の推進
○ 体質改善等のための情報提供( 商業センタ
ーの建設)

○ 大型店と地元商店との調和

5. 地場産業の育成と

都市型工業への転換
○ 工場の集団化、組織化( 高度化)

○ 地場産業の育成 と企業体質の改善

○ 工業の地域的純化の促進

○ 都市環境と調和できる企業の育成と誘致

○ 指導・相談・融資制度の充実と従業員の定

着対策

○ 工業製品の開発援助と産業振興のための中

心柮設の建設
○ 企葉責任による産業廃棄物の完全処理と公

害の防除

6. 農業振興と農地の環境
保全機能としての活用

○ 都市農業確立のための経営相談、技術指導

○ 農業施設、土壌改良等への援助

○ 交換分合等による農地の確保、保全

○ 区民農園、苗木の栽培委託等による休耕地

の活用
○ 後継者養成と園芸センターの設置

○ 区登録農地制度の導入等農地保護施策の推進

<人口50万人以上の都市>―昭和50年国勢調査による―

1. 大　　 阪　　2, 778, 967人
2. 横　　 浜　　2, 621, 771
3. 名　古　屋　　2, 079, 740
4. 京　　 都　　1, 461, 059
5. 神　　戸　　1, 360, 605
6. 札　　 幌　　1, 240, 613
7. 北　九　州　　1, 058, 058
8. 川　　 崎　　1, 014, 951
9. 福　　 岡　　1, 002, 201
10. 広　　 島　　　852, 611
11. 世　田　谷　　　805, 787

12. 　　堺　　　　750, 688人

13. 大　　 田　　　691, 337

14. 千　　葉　　　659, 356

15. 仙　　台　　　615, 473

16. 足　　 立　　　609, 025

17. 杉　　並　　　560, 716

18. 練　　 馬　　　559, 665

19. 尼　　 崎　　　545, 783

20. 東　大　阪　　　524, 750

21. 岡　　山　　　513, 471

( 23区計　　　　　8, 646, 520)

緑と水の豊かな
うるおいのあるまち

昭和30年代後半からの急激な都市化の波と高度経済成長による環境破壊は、足立区の風

景を、まったく変えてしまった。釣やボート遊びでにぎわった荒川、桜の名所であった中川
堤も今日その面彰をとどめず、四ッ 手網や小プナ釣など、身近な遊びを提供してくれた

多くの農業用水路も市街化の中で生活排水のためのものとなってしまっ た。

現在、足立区の自然環境は瀕死の状態にある。そこで残さ れた自然環境はより良い方向

に保全し、失なわれた緑 と水面の回復 に、区と区民が一体となってとりくまなければなら
ない。

そのために、「失なわれた水面の回復と魅力ある公園の整備」、「荒川河川敷の総合的利

用」、「毛長川・綾瀬川・垳川・花畑川等の環境保全とレクリェーション地としての利用」、

「街に四季の花と緑の確保―体系的な緑地空間の形成―」、「未利用地の利用や防火・防

災空問としての墓地公園構想」などの施策 を、積極的にすすめ 、豊かな人間生活に不可欠

な構成要素である緑と水の豊かな環境をつ くって行く。

1. 失なわれた水面の回復と
魅力ある公園の整備

○ 河川　・水路の保存と総合的利用計画の樹立

○ 水辺公園、釣堀公園、野鳥誘致園の整備

○ 雑木林公園、森林公園、ふるさと公園の整

備
○ ピクニック広場、サイクリング広場、小動

物 公園の整偏

○ 舎 人公園の早期実現と国・都立の公園、緑

地の誘致

2. 荒川河川敷の総合的利用
○ 荒川河川敷の総合的利用

○ 花火大会の復活

○ 草花、芝、かん木の植栽

○ 水質の浄化と水辺の利用

3. 毛長川・綾瀬川・垳川・花畑川等の

環 境保 全 と レ ク リ ェ ー シ ョン 地

と して の 利 用

○ 都・県境問題の合理的解決の促進

○ 隣接自治体との環境保全協定の締結( 総合

的利用調整)

○ 堤の整備 、休憩施設等の設置

○ 川面の見える堤防硬岸づくりと堤の緑化
○ 区民ハイキングコース等の指定と整備

4. 街に四季の花と緑の確保

―体系的な緑地空間の形成―
○ 一坪草花公園、フラワーポットの設置と花

いっぱい運動の奨励
○ 庭先、ベ ラン ダ等の家庭緑化の推 進

○ 花卉品評会、植木市等の開催と緑化思恕の

普及啓もう

○ 緑の生産奨励と区立苗圃( グりーンバンク)

の設置

○ 空地、未利用地、休耕地の区民農園等への

利用

○ 並木道、緑蔭道路の建設と街路樹、植込の

整備

○ 公園、史跡・文 化財巡回緑遣の整備

○ 樹木・樹林の保護と保存地区の指定

○ 地域緑化モデル地区の指定

5. 未利用地の利用や防火・防災

空間 としての

墓 地 公 園 構 想

○ 墓園の造成

○ 墓地公園と近接した区民斎場の建設

元渕江公園( 保木間二丁目) 石塚公園( 栗原二丁目)

〝供給 者から消費者・こ どもからおとし よ り〟
こう し た 多 層 な 区 民 が 連 帯 で きる

心のふれあいの豊かなまち
区内に居住する人々の層は、農案従事者からサービス業・公務にいたるまで実に多様で、区

内工農も軽工業から重化学工業・鉄鋼業から精密機械工業まで8千5百の工場に、8万2千人

のひとが巍いている。卸売業・小売業 ・飲食店の従業者も多く5 万5 千人にのぽっている。

また、昭和30年代後半からの人口増加か、公営住宅を中心に世帯形成期の比較的若い世代を

吸収した結果、人口構成も30歳代が一番多く、11万人を超え、二番目が0歳～9歳の10万8千

人と、いわゆるヒョウタン型で、共働きの世耆 も多く、保育園・学童保育室・ 児童館、義務教
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育施設などの急激な需要を生んできた。一方、老齢人口は60歳以上では5万4千人、全体の
8. 8%と東京都総体での10. 1%に比べ低いが、50歳代を加えると10万4千人で全体の17%にの

ぽっている。
都市における生産者・供給者は、同時に消費者でもある。供給者と消費者の信頼が保たれ、

生活しやすく、社会的に弱い立場にある老人や心身障害者への援直や保障をはかり、次代を担

う子どもや、婦 人の活動 か保障される、ふれあいの豊かな地域社会をつくって行く必要かある

そのために、「定住化をはかる住宅対策」、「地妓社会の連帯とコミュニティ形成」、「生活物

資、エネルギーの安定供給と消費者の保護」、「児童福祉と青少年の健全育成」、「婦人の活動の

保障」、「心身障害者の生活の保障と社会参加」、「高齢化社会への対応と老人福祉」、「低所得者

対策と保険・年金」、「就労対策と勤労者福祉」といった施策を強力にすすめて行く。

1. 定性化をはかる住宅対策

○ 再開発を兼ねた 住宅供給と混在地区の整備

○ 住環境モデル事婁等による過密住宅地区の

解消

○ 老朽公営住宅の建替促進と質の向上

○ 集合住宅のタウンハウス型( 低層接地型)

への転換

○ 一 人一童の確保と老人ペア住宅の推進

○ 住宅相談、融資制度の尤実と不燃住宅の奨

励

○ ミニ開発、中高騙住宅への規制・指導の強

化

○ 区営住宅建 設を含めた区 の総合的な住宅対

策の確立

2. 地域社会の連帯と
コミュニティ形成

○ 住区設定とモデル地区指定

○ 住区施設づ くりにおける住民 参加の推進

○ コミュニティ広場の確保

○ コミュニティ活動の促進をはかるための学

校施設の開放 と整備

○ 基礎住区( 基礎集落圏) における集会施設

の確保
○ 地域の自治・自主活動への援助

○ コミュニティ活動等に対応する行政組織の

竪備

3. 生活物資、エネルギーの
安定供給と消費者の保護

○ 消費者相談、消費者教育の充実と情報の提

供

○ 消費者 グループ等の消費者組織の育成

○ 商品の監視、検査機能の充実

○ 計量適正化、価格表示の徹底

○ 生鮮食科品の安定供給事業の拡大

○ 自区内生産者との直接販売、青空市の開催

○ 共同仕 入、一括販売の促進や小口配送シ ス

テムの改善

○ 電気・ガ ス 一生活用水の安定供給

4. 児童福祉と
青少年の健全育成

○ 保育園の整備

○ 保育園公私格差の解消

○ 保育内容の充実

○ 障害児・ゼロ歳 児保育の充実 と、特例保育

の充実

○ 事業所内保育の奨励

○ 家庭福祉員制度( 保育ママ) の普及

○ 幼児の一時預かり( 緊急一時保護) の拡充

○ 乳・幼 児検診の充実 と児童・青少年の相談

機能の整備

○ 児童委員制度の検討

○ 家庭教育の奨励

○ 養育家庭制度、里観制度の充実

○ 学童保育事業 の充実

○ 児童館、児童遊 園等遊び環境の整備

○ 不良環境の排除 と業者等への自主規制の呼

ぴかけ

○ 青少年健全育成のための市民運動の展開

○ 青少年対策地区組織等の整備

○ 青少年指導者等の養成

○ 青少年団体の育成と活動援助

○ 青少年施 設の整備

5. 婦人の活動の保障
○ 母性の尊重 と婦 人の健康管理 の充実

○ 働く環境 の改善

○ 生活の安定確保

○ 教育訓練の充実

○ 社会参加の促進と環境づ くり

○ 婦人センター( 会館) の建設

○ 法制上の婦人の地位の向上

○ 婦 人行動計画の策定

6. 心身障害者の生活の

保障と社会参加
○ 生活の安定確保

○ 就労奨励と慟く環境 の改善

○ 社会活動のため の都市施設等の整備 と社会

参加の促進

○ 相談・指導等の充実
○ 教育・訓練施設の整備充実

○予防、早期発見、治療、介護の充実

7. 高齢化社会への

対応と老人福祉
○ 保険・年金制度の充実

○ 福祉的援助の充実

○ 健康管理体制の整備( 健康診査・医療 等の

充実)
○ 就労機会の確保と働く環境の整備

○ 相談機能の充実

○ 社会参加の促進

○ 家庭や地域社会における老 人の役割の理 解

と認識

○ 老 人クラブ の育成等地域福 祉の充実

○ ひとりぐらし 老人に対する地域福祉の充実

○ ねたきり老人に対する施策の充実

○ 老 人居室の確保 と住まいの環境整備

○ 老 人福祉施設の整備

8. 低所得者対策と

保険・年金
○ 保険・年金制度の 充実

○ 生活保護基準の改善

○ 福祉事務所を中心とした相談・援護の充実

○ 就労の促進と職業訓練の充実

○ 生計への援助

○ 公営住宅 の質の向上

9. 就労対策と勤労者福祉
○ 小零 細企業の経営安定化促進
○ 従業員 の福利厚生への援助

○ 労 働災害の防止と環境整備
○ 雇用機会の拡大

○ 職業 訓練 と相談機能の充実
○ 労 働団 体の健全な育成

○ 勤労者 福祉施設の整備
○ 中小企業対策の諸制度等の普及と啓もう

健康と安 全が保 障され、

安心して住めるまち
地方自治法第二条は、自治体の事務のは匕めに「住民及び滞在者の安全、健康及び福祉を保

持すること」を、あげている。
現在の区内の環境は、区民の安全や健康、福祉を保持するには、心もとない状況にあるとい

わざるを得ない。急激かつ無秩序な開発は、公害や交通災害をひきおこし、毎日の生活の中で

火災や浸水、震 災や犯罪の不安をいだいている区民は多い。

また、保健施設や医療施設の不足は、幼児や病弱者・老人をもつものにとって、いい知れぬ不

安であり、早急な整備がまたれている、さらに大震災に対する抜本的な対策は区民にとって、

最も人きな緊急の戦いである。

このような諸々の不安を解消し 子どもや老人や心身にハンデキャンプのある人などが安心
して生活をおくれる公害のない地域環境をつくり出して行かなければならない。

そのためには、「健康の保持と保健・医療施設の整備」、「区民の生活を守る公害対策」、「高

速道路の環境対策」、「歩行者の安全対策と交通安全思想の普及」、「まちの美化、資源愛護と下

水道事業の促進」、「防犯と風杞の保たれるまち」、「地域の実状にあった防災対策」などの施策

を強力に稚進する。

1. 健康の保持と
保健・医療施設の整備

○ 保健所・保健相談所等の保 健サービ ス施設

の整備

○ 地嫉における医療施設の整備

○ 休日・夜間診療体制の確保

○ 救急・ 災害医療体制の整備

○ 保健衛生思想の普 及と住民検診の充実

○ 保健・医療相談の充実

○ 伝染病予防、環境保健等における検査・指

導体制の整備

○ 医療保険制度の充実と公費負担の拡充

○ 医師・看護婦等医療技術者の確保

○ 国・公立病院等の誘致

○ 医療情報センターの設蘆

○ 保健保養施設の整備

○ 健康 スポーツの奨励 と施設の整備

○ 総合的な居住環境の改善

2. 区民の生活を守る
公害対策

○ 調査、測定、監視体制の整備
○ 公害発生源に対する規制・指導の強化
○ 公害防除設備の設置促進と援助
○ 工場等の立地指導と公害防止協定の締結
○ 区民の公害自主規制の勧奨
○ 公害検診、医療費公費負担等被害者対策の

充実
○ 公害相談の充実と情報の提供
○ 水質汚濁や大気汚染等における隣接自治体
等との協調

○ 環境影響事前評価( 環境アセスメント) の
制度化

3. 高速道路の環境対策
○ 環境影響事 前評価( 環境アセスメント) の
実施

○ 緩衝緑地帯 の拡大

○ 排気ガ ス・騒音対策と景観の保全

将来像と施策の大綱
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○ 新交通システム等への利用検討
○ 高架下の自転車道等への利用

4. 歩行者の安全対策と

交通安全思想の普及

○ 日常生活圏における歩行者空間の確保
○ 細街路、私道、通学路の遊歩道化と道路上

部空間の歩道化
○ 歩道橋の構造改善と整備
○ ガードレール、信号機等の交通安全設備の

整備
○ 交通規制の徹底と交通指導の強化

○ 自動車乗り入れ自主規制運動の展開
○ 交通安全思想の普及と交通安全運動の展開
○ 交通事故相談、救済制度の充実
○ 救急・救助体制の整備

○ 自転車安全利用の確保

5. まちの美化、資源愛護と
下水道事業の促進

○ ゴミ収集サービスの向上と収集業務の区へ
の移管
○ ゴミステーション( ゴミ容器置場) の確保

と整備
○ 産業廃棄物処理の規制と指導
○ ゴミ減量連動と再利用――資源愛護運動の推

進――
○ 地域美化運動の推進

○ 不燃ゴミ等の生産者回収義務の制度化
○ 景観の保持と広告物等の規制強化
○ 下水道の早期実現
○ 下水道普及の徹底と設備助成

6. 防犯と風紀の保たれるまち
○ 防犯 施設の整備

○ 地域防犯活動の推進

○ 防 犯思想の普及と地域連帯 意識の高揚

○ 不良環境の監視、取締りの徹底

○ 風紀 を保つための地域運動の展開

7. 地域の実状にあった

防災対策

○ 高潮護岸と排水施設の整備
○ 浸水対策としての下水道整備
○ 避難広場の確保
○ 避難路、一時避難場所の整備
○ 建築物の不燃化と防火帯の整備

○ 防災施設の整備
○ 防災教育の徹底と地域防災組織の育成

○ 災害時体制の確立とその周知徹底
○ 消防力の増強と救急体制の確保
○ 地域企業者、隣接自治体等との防災協定の
締結
○プロパンガス対策と都市ガス化促進
○ 被害と対策の調査研究
○ 災害時における職員確保対策
○ 小災害対策の充実

交通施設のととのった
便利なまち

のびやかな田園風景の広がっていた区の北部や西部地区も都市化の液に洗われ、現在は集合

住宅の建ちならぷ大ペットタウンと化し、人口62万の大きな部分となっている。しかし、交通

機関は貧弱で区を南北に東武伊勢崎線( 営団日比谷線乗入) が通っている他は、北千住から東

に葛飾区境を国鉄常磐線( 営団千代田線乗入) がかすめ、北千住地区内を隅田川に沿って京成

電鉄か横切るとい う片寄った姿で、駅勢圏外の交通貧圉地区 を多くかかえている。

また、こうし た状 態を本 来補完すべきバス路線網も、道路 の未整備、温雅、渋滞によって効

果的に機能せず、区民 の多くは時間どおりに運行されないバスを辛抱強く待つか 、自転車にた

よるなど といった状況にある。
区の東西を結ぶ交通饑関 もきわめて貧困で、環状7 号線に1 時間に3 本程度のバスか運行さ

れてい る他はみるべきものもなく、区内の交流に大きな障害となっ ている。
こうした状態を打破し、利便性の確保をはかるためには、新線の導入を含めた「鉄道網の螫備

とサービスの向上」、「バス路線網の整備と運行サービスの向上」、「新交通システムの導入」、

「遣路網と道路関 連施設の整備」などの実現 のために、区と区民が総力を結集して行く必要か ある。

1. 鉄道網の整備と
サービスの向上

○ 区西部地域への鉄道誘致( 地下鉄7 号線分
岐線等の計画化、東武大師線の延伸等
○ 地下鉄9 号線( 千代田線) 車庫線の延伸
○ 地下鉄8 号線の早期完成

○ 東武伊勢崎線、地下鉄日比谷線・千代田線

の輸送力の増強
○ 東武線下り特急電車の北千住停車促進
○ 常磐線中・長距離電車の北千住停車促進
○ 区内主要駅の駅前広場の整備

○ 駅の設備改善と障害者対策
○ 北千住駅の混雑緩和対策と地下道の有効利

用
○ 鉄道高架下の開放 と有効利用

○ 総 合的な交通対策のための体制 竪備

2. バス路線網の整備と
運行サービスの向上

○ バス路線網整備のための遣路事業 の促進

○ バス専用レーンの設置

○ バスターミナル、バスベイ等関連する施設

の整備

○ 運行回数、サービスエリアの拡大

○ バ ス系統、バス停等の案内楠設の整備

○ 障害者等に対する交通機関の確保

○ ミニバス・デマンドバスの導入検討

3. 新交通システムの導入
○ 公共交通機関の連合化によるゾーン運賃制、

共通パスの採用検討

○ 地域の状況に適合する中・小量輸送機関( モ

ノレール・PRT ・CVS ・デュア ルモー

ドバス等) の導入研究

○ マイカー規制と相乗り制( バンプ ーリン グ

等) などの研究

4. 道路網と
道路関連施設の整備

○ 居住環境地区( 通過交通排除地区) の設定

と道路の段階構成
○ 計画道路の建設促進と環境影響事前評価の
徹底
○ 主要都・区道( 計画遺路以外) の拡幅整備
○ 橋梁の整備( 架橋促進と橋梁拡幅)
○ 国・都・区道及び区有通路、私道の機能の

明確化と路線の再編成
○ 日常生活圏における歩行者空間の確保

○ 細街路、私道、通学路の遊歩道化
○ 歩行者専用道による避難路のネットワーク

化
○ 道路景観の繋備と共同溝化の促進
○ 日照・通風・防火帯等のオープンスペース
としての道路の見直しと緩術地帯の整備

○ 自転車専用道、自転車パークの整備と自転
車パークの有料化の検討

○ 一定駅勢圏内での自転車利用規制
○駐車場の設置、経営

足立区交通構想図

歴史や風土を愛し
、

豊 か な 教 育 が 保 障 さ れ 、

文化の創造できるまち
足立区での人類の歴史は古く、縄文時代すでにその足跡がしるされていて、毛長川沿い、と

くに伊與地区には、多くの遺跡がある。足立の名は「続日本紀」にみられ、大化の改新に命名

されたものと思われる。
歴史や風土によって培かわれてきた伝輒芸能、習俗や文化財は、区民の郷土意識を高めるた

めにも、継承発展させる必要かある。一方、区民の情操教育や社会教育における学習や創作活

動の奨励、区民の日常生活における文化活動の交流や芸術鑑賞・発表・活動などの機会や場の

提供等、文化の香りの高いまちづくりをすすめる。また、明日の時代をになって行く子どもや

青年の教育環境や教育内容の充実をはかる。さらに、自由時間の増大に対応する体育・レクり

エーション施設の整備などに力を入れることが必要であ る。

そのためには、「就学前教育の保障」、「義務教育環境の整備と教育内容の充実」、「障害児・

病虚弱児などへの教育の充実」、「高等学校の確保と大学などの高等教育機関の誘致」、「文化財、

伝統芸能の継承、発展」、「文化施設の整備と文化活動の娠興奨励」、「余暇の増大に対応した社

会 教育・体育の振興」などの施策を強力にすすめる。

1. 就学前教育の保障

○ 幼稚園の整備と適正配置の推 進

○ 公・私立幼稚園の格差是正

○ 就園奨励援助の充実

○ 幼帷園・保育園の一 元化の検討

○ 家庭教育の奨励と指導・相談の充実
○ 就学前教育と保育年限の検討

2. 義務教育環境の整備と
教育内容の充実

○ 小中学校の適正配置と学区城再編成の促進

○ 小中学校施設・環境の警備

○ 教科・教材等教育設備 等の充実

○ 教科外活動 の推進

○ 就学緩助の充実

○ 保健・給食の充実

○ 校外教育の充実

○ 教育相談の充実

○ 学校施設の多目的利翊の促進

○ 地域と学校の結びつきについての検討

○ 教師の処遇改善と研修・学習機会の充実

○ 教育委員の公選制の推進と区教育委員会権

限の強化

3. 障害児・病虚弱児などへの
教育の充実

○ 心身障害幼児の教育推進と早期発見のため

の検査・指導の充実

○ 心身障害学級の増設、整備と適正配置

○ 障害児就学のための学校施設の改善

○ 専門教育機関・施觀の誘致

○ 教育内容の充実と治療・訓練体制の整備

○ 義務教育終了者の教育機会の確保

○ 障害児の就業機会の拡大のための職業訓練

の促進

○ 病虚弱 児対策と養護学園の整備

4. 高等学校の確保と大学などの

高等教育機関の誘致
○ 都立高等学校の誘致と適正配置の促進

○ 大学・短大等の誘致

○ 足立区の特性を考慮した新しい高等教育機

関の誘致

○ 進学援助の充実

5. 文化財、伝統芸能の
継承発展

○ 文化財保護思想の普及
○ 文化財の調査と区文化財の指定

○ 文化財の保護、保全への援助
○ 伝統芸能の継承発展
○ 郷土資料館( 博物館) 建設

6. 文化施設の整備と
文化活動の振興、奨励

○ 文化施設( 図書館・公会堂・ 音楽堂・美術

館等) の整備

○ 市民文化活動 の助長とリーダーの養成

○ 文化祭・区展・各種講座の開催

○ 文化振興のための情報・資料の提供

7. 余暇の増大に対応した
社会教育・体育の振興

○ 社会教育・体育施設の整備

○ 余暇 の増大に対応した学校施設の開放と整

備

○ 企業内施設の開放促 進

○ 社会教育・体育活動 の推進

○ 学習機会と情報の提供

○ 余暇行政計画の確立と余暇情報の提供

○ 身近なレ ジャー施設の確保
○ 保養施 設の整備充実
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土 地利 用 構想

1. 土地利用の基本方針
( 1) 　都市環境の整備、保存、開発について

ア　開発が進行中の地域について

区内の北東部、北西部あるいは扇・江北地

区等は、未利用地・農地の多い地区か存在し、

今後ますます開発か進行することか考えられ

る。これらの地域の中には、防災上の避難場

所として、指定されているものも多く、その

機能を保持することか大きな課題である。ま

た、土地区画整理事業の行なわれていない地

城もあり、早急に土地区画整理事業を褸進す

る必要かある。それには、農地の集約保存の

できる「特別土地区画整理事業」や、「住宅

銜区整備事業」など、地域の実獣に応じた諸

制度を活用し、良好 な都市環境をつくりだし

て行く必要がある。

イ　既成市街地について
千住、小台、宮城、新田地区および、環状
七号線以南の中央部( 本木・興野・関原・梅
田・梅島・足立地区等) などは、密集した市

街地でしかも建物用途が混在している。これ
らの地域では、建物用途の純化、道路・公園
等の都市施設の整備を強力にすすめ、建物の
不燃化の促進と合わせて、防災的な街づくり
をすすめる必要かある。そのため、面的な不

燃化・公共空間の確保を図る「市街地再開発
事業」、道路整備のできる「居住環境整備事
業」、過密住宅地の解消のための「遇密住宅

地区更新事案」、不良住宅の解誚を図る「住
宅地区改良事業」、修復型の環境整備の可能

な「住環境整備モデル事業」や、周辺地区も
含めた公共施設整備を行なう「公営住宅建替
事業I などの有効適切な活用が必要である。
ウ　防災的な土地利用について
足立区は、種々の面からきわめて防災上弱

い状況にある。 こうした観点から、施策の大

綱 の中で「地域の実状にあった防災対策」の

必要性 を述べたが、それを土地利用構想に具

体的 に反映して行く必要 がある。

そこで、基本的には、各ブロック( 区内13

ブロック) 内で、そのブロック内の人口の緊
急避難を完了しうるスペースの確保を図り、
防災上の地域における完結性の確保を図る必
要かある。それには、避難道路やプロツクを
囲む計画道路等の早急な整備と拡幅か必要で
あり、また、公園・緑地や公共施設と不魑建

築物群の有効な組あわせにより防災拠点をつ
くり出して行く必要かある。
防 災拠点づくりや 、焼け止まり線確保 のた

めには、防災に強い街づくりを目的としてい

る「総合技術開発プロ ジェ クト」( 建設省)、
「遮断帯事業」( 消防庁) 等の有効な活用や

防 火地 域の拡大を推進する必要がある。
( 2) 　交通体系と土地利用

の整合性 について

足立区は 、区の西部およぴ北東部に鉄道駅

勢圏外の地域を大きくかかえており、利便性

を高めるために 、大・中量の交通機関の誘致

は急務となっている。こうしたこ とから、西

部地域では、都市計画道路放射11 号線への地
下鉄7 号線分岐 線の敷設、北東部地妓では、

地下鉄9 号線の車庫引込線営業化および北上

延伸 、また、鉄道の補完や東西交 通の上から、

環状七号線、都市計画道路補助91号・136 号・261

号・256号などへの新交通システムの誘致

か必要であるか、いづ れも道路整備 、幅員の

拡大か必要である。

今後の交通体系と土地利用は、鉄道駅周辺
には商業地・業務地として中高層化をはかり、
外周部は低密度の住宅地として、良好な市街
地の形成をはかって行く。
( 3) 　住宅地 について

区民か安心して生活のできる、やすらぎと

潤のある住宅地 を形成して行くために、開発

の進行中の地 域では、土地区画整理事業を禎

極的I二すすめ、都市基盤の整備された低 層の

住宅街を形成すべく、地 域特性に応じ規制・

誘導を行 なう。

既成市街地では、土地利用変更に合せた用

途指定をきめこまかに行ない、用途の純化

をはかりつつ、生活環境の整備された防災に

強い不燃住宅街をつくり出して行く。公営等

の集合住宅については、公営住宅の建替、新

設団地、民間マンションの進出など今後も増
加して行くと考えられるか、関連公共施設整

備との整合や、地域の環境螫備に貢献するよ
うに土地利用を考慮する必要がある。特に既

成市街地では、防災避難広場や火災延焼の遮

断帯としての役割も充分に考慮する必要かあ

る。さらに、周辺の住宅地との融和や高層住

宅の上層階での犯罪の問題などから、規模、

形態について も配慮する必要 があ り、中高層

の集 合住宅と同時に、独立住宅 となじみやす

い、低層接地 型の集合住宅の導入をはかって
行く必要があ る。

( 4) 　商業地・業務地について

消費者の区内滞留をはかるため、北千住地

区は商業地として、その役割を強化する必要

かあ り、再開発等による 多面的な整備をはか

る。 また、東京北部の交通上の要衝である点

も考噫して、業務地化の促進もすすめ て行く。

竹 の塚、西新井地区は、区中央部の商業核と

して 発展するよう、商業上の環境整備 をはか

る。 鉄道整備にともなう新たな駅周辺には、

地 域の利便性を確保 するための商業核の形成

をは かる。

区民の日常生活を支える近隣商店街につい

ては、各地域の利便性 の確保をはかるととも

に、地 域社会の形成要素 として促え、商業上
の環境整備をはかる。

中心的 な商業地・業務地 、鉄道駅周辺の商

業地、地 域の近隣商店街 をそれぞれの役割に

応じて配 置し 、就業機会の拡大、商業振興、

区民の利便性の確保をはかっ て行く。

( 5) 　工業地について

足立区の工業は大きく変化しつつある。河

川沿いの比較的大きな工場の移転がめだつ一

方で内陸部への靴、鞄、サンダル製造、衣服、

プラスチック製品製造等の小規模工場の進出

がきわだっている。こうした状況を好ましい

まちづくりの観点から制御して行 く必要かあ

る。それには、河川沿岸等の工業地 城( 移転

跡地) へ都市環境と調和できる企業の誘致や、
中小企業の集団化を促進 させる必要があ る。

また、住工混在地域での環境整備を行 なう

ため、街区 規模程度でのきめこ まかな土地利
用指導 を行 なう。

( 6) 　流通用地について

足立区における最近の卸売業種の増加は著

しく、また、入谷・舎人地区に北部流通業務

団地が建設されたことによって、一層の増加

か予測される。卸売業等の流通部門業種は、

流通業務団地の周辺、高速道路のランプ付近、

主要 幹線沿いに今後の進出か考えられる。

そこでこれについて適切な誘導をはかり、
区内 での就業機会の拡大にむすびつけて行く

必要 がある。
( 7) 　農業地について

現状の農地は、宅地などに分断されて点在

ている。このような状況での農業基盤の維持

は、困難なものがある。しかし、量的にも少

なくなっている農地は区全峨が市街地化して

きている状況の中で、きわめて貴重な存在で

ある。都市内農地は、農地本来のもつ生産の

役割と同時に、花畑・佐野・舎人地区等防災

空間としての意義、あるいは緑地・空地とし

ての役割 も高く、積極的 な保存・保護策が必

要である。

そのためには、農地の交換、分合等による

集約化など農業生産基盤の整備、農業用水の

確保や農地の保存・保護のための補助・援助

制度の確立が必要である。これについては、

その性質上早急な対応がもとめられている。

( 8) 　拠点再開発について

駅 前地区 及び防災上の拠点として、 北千住、

五反野、竹の塚西口、西新井、綾瀬の 各駅前

地区と千住橋戸地区、国道4 号線沿いの千住

地区か拠点再開発の対 象地区として考えられる。

駅前地区に関しては、駅前広場の整備、歩

行者浸先の買物空間の整備、物責の搬出入路

の確保、街路樹等による緑化、噴水、池など

の水と親しめる施設の導入、自転車置場、駐

車場の整備等が共通した整備課題であるが、

各地区の特性を考慮する必要があ る。

北千住地区――東西自由通路の整備、レジ

ャー施設、公共施設、専門店化、業務 機能の

導入等、 多様で魅力ある中心商店街 の形成を

はかる。

五反野地区――駅勢圏内に立地する高等学

校等のための通学路対策などの道路整備 、駅

前広場や商店街の整備をはかる 。また、学校、

中高層建築物などの効果的な配置をすすめ、

防 災拠点化をはかる。

竹の塚地区――北西部の市街化に備えた駅

前広場の整備、東西連絡路の整備 、商業施設、

公共施設、住宅による整備をはかる。

西新井地区――区の中央部であり、環状七

号線に至近のところに立地し 、東武大師前な

どを考慮すると、区の将来の交通上の要衝と

考えられる。そこでバ スターミナル、あるい

は新交通シ ステムの起点 、レ ジャー施設、商

業施設による整備をはかる。

綾瀬地区――土地区画整理が終っており、
地区修復型の再開発、商店街、住宅のス

ポット整備をはかる。
千住橋戸地区――公園、広場、中高層住宅

による防災拠点として整備を行なう。
国道4号線沿いの千住地区――広幅員の国

道と合せ て、不燃化・耐震化をはかり、北千

住地区、千住橋戸地区とともに再開発整備 を

はかる。

( 9) 　地区構成および公共施設の配置について

公共施設の配置や生活環境の整備、コミュ

ニティ活動の展開を目的として、従来、小学

校区程度のひろがりを地域杜会の一応の単位

として考えてきた。しかし、地域での区民の具

体的な活動やつながりは、もう少し小さな単位

( 町会、自治会等)で一旦吸収あるいは調整さ

れ、その上 でコミュニティや さらに広い地域社

会へと拡大されていっている。こ うした実態

を踏 まえて、地区の構成は、「 基礎 住区」、「住区(

小学 校区) 」、「ブロ ック」の3 段 構成 とする。

――公共施設の配置パターン――
公共施設は、日常生活の利便、学童の通学や遊びの安全性、施設の性格や規模等を考慮して、区民か地域の中で行きとど

いたサービスを受けられるように、置される必要がある。公共施設の配置パターンを示すと、下表のとおりである。

2. ブロック別の将来目標

( 主要施策と整備の方向)

土地利用構想策定上の地域区分の単位とし

ては、「土地利用の基本方針( 9)地区構成および

公共施設の配置について」で用 いているプ ロ

ッタ( 区内を13のブロッ クに分けた広域地域)

によるこ ととした。

〔第1 ブロック〕
このブロックは、専用商業施設、事務所か

最も多く、交通の要衝である。主要施策とし

ては、千住橋戸防災再開発や牛田・関屋駅周

辺の工業 ・ 業務地化の推進、 北千 住駅周辺

ならびに国道4 号線沿いの再開発、千 住大川

町・千住柳町などの木造密集住宅 地の改良な

どかあり、こ れらを合わせて副都心 機能の強

化を図る。 なお、商業・業務地化にともなっ

て生ずる空洞化( 夜間人口の減少) を防 ぐた

め、中高層住宅 の建設をすすめ、6 万8 千人

程度の人口を維持して行く。

〔第2 ブロック〕

このブロックは、専用工場・専用作業所が

最も集中しており、住居併用工場も多い。道

路率もきわめて低いか、これは工場や汚水処

理場等に多くのスペースをさかれていること

にも起因している。また、このブロックは、荒川

・隅田川に分断されている地餓で、公共施

設の整備には配慮が必要である。そこで、小

台・官械・新田・江北・堀之内を主軸に工業

地区とし、都営住宅など中層住宅と公園・緑

地などの配置の整合性をはかって、地域内に

防災拠点をつくり出して行く。 こうし た上で、5

万人程度のブロック内人口を想定する。

〔第3 ブロック〕
このブロッ クは、専用独立住宅や集合住宅

に混って専用工場や住居併用工場も多く存 在

し、他方、道路率はきわめ て低く、公園など

も極端に少ない状況にある。そこで、道路・

公園などの整備を最重点 に、都営住宅 ・公社

住宅など不燃 住宅群と、良好に保たれてい る

農地の整合性 をはかって防災空間を確保して、5

万1千人程度のブロック内人口を想定する。

〔第4ブロック〕
このブロックは、専用独立住宅・住居併用

店舗・専用商業施設・事務所・住居併用工場・

倉庫などが最も混在・過密化しており、公園・

運動場も少ない。主要施策としては、西新井

駅を中心とした商業・業務・交通拠点地区と

しての再開発がある。また、住工混合地域に

対する街区内土地利用指導、建物の不燃化、

公園・運動場の整備 を行ない、住宅・商業・
工業 の並立地区とし 、6 万人程度のブロッ ク

内人口を想定ずる。

〔第5ブロック〕
このブロックは、専用独立住宅や集合住宅が多

い反面、公園・運動場や道路が少ない。

主要施策としては、不燃建築物と公園・運動

場などの整合性をはかり中央本町・青井地区

を中心に防災拠点化をすすめる。また、五反

野駅周辺の再開発、足立一・二・三・四丁目

の過密住宅地区 の改良と公共空地の確保、西
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綾瀬・弘道地区の街区整理などをすすめ、住

宅・文教地区とし 、6 万2 千人程度のブロッ

ク内人口を想定する。
〔第6 ブロック〕

このブロックは、責材置場・廃品置場・駐

車場・飯場などの屋外利用・仮設建物や独立

住宅・民間集合住宅、住居併用店舗などか多

く、これらに混って小未建築宅地も多い。主

要施策としては、綾瀬駅前地区の商業拠点化、

北綾瀬駅( 仮称) 開設に伴う周辺整備、東綾
瀬公園・中川広場を中心とした防災避 難広場

の整備や堤防の緑化・遊歩道化などをすすめ、
住宅・商業地区として、6 万1 千人程度のブ

ロ ック内人口を想定する。

〔第7 ブロック〕

このブロックは、農地・未利用地がかなり

残っており、また、地下鉄千代田線の車庫や

花畑川で地域が分断されている。主要施策と

しては、農地や公共用地と都営住宅群との整

合性をはかっての防災拠点化、中川・垳川沿い

の環境保全、地域商業拠点の形成などかある。

そこで、未利用地を活用して、公園・運動場

などの公共施設の整備を行ない、住宅・農業

保全地区とし、4 万7 千人程度のブロッ ク内

人口を想定す る。

〔第8 ブロック〕

このブロックは、未利用地や屋外利用・仮

設建勧、倉庫用地が多く、公共建築物用地が

最も少ない地区である。主要施策としては、

公園・運動場などと集合住宅との整合性をは

かっての防災拠点化、住工混合地区での街区

内土地利用指導、スポーツ・文教施設( 高等

教育機関の誘致) の整備、地域商業拠点の形

成などをすすめ、住宅・スポーツ・文教地区

として、5万人程度のブロック内人口を想定ずる。
〔第9 ブロック〕

このブロックは、農地・未利用地が比較的

残されている。また、都営・公団の集合住宅

も多い、主要施策としては、土地区画整理組

合からの未引継公園用地が多いことから、特

色ある公園づくり、防災避難広場の確保、堤

防護岸の整備や遊歩道化、地域商業拠点の形

成などをすすめ、良好な住宅地区形成と農地

保存により、4万1千人程度のブロツク内人
口を想定する。

〔第10ブロック〕

このブロックは、専用独立住宅・集合住宅

を合わせて、住居施設の最も多い地区である。

主要施策としては、島 根・六月・西保 木間地

区の街区整備 を積極的に行 ない 、緑地の保 全

をすすめて、良好な住宅 地区 として5 万9 千

人程度のブロック内人口を想定する。

〔第11ブロック〕

このブロックは、専用商業施設が多い一方

で屋外利用・仮設建物も多い地区である。主

要施策としては、耕地整理地内の宅地化に伴

う問題から土地区画整理事業の促進。公団住

宅と公園等との整合による防災拠点化、竹の

塚西口再開発、大師前駅問辺の再開発をすす

め 、全体とし ては 中低層の良好な住宅形成を

はかり、4 万6 千 人程度のブ ロック内人口を

想定する。

〔第12ブロック〕

このブロツクは、農地・未利用地が比較的
大きい単位で残っており、交通施設整備との
関係から、地区整備の潜在力は極めて高いも
のかある。主要施策としては、高等教育機関

の誘致をすすめる上からも、公共用地の先行
取得を積極的に行ない、良好な住宅・文教地

区として、4万4 千人程度のブロック内人口
を想定する。
〔第13ブロック〕

このブロックは、農地・未利用地が最も多

く、倉庫なども多い、主要施策としては。舎

人公園の整備、農地・緑地・歴史的地区の保

全・保護、流通セン ター・市場 に付随する企
業の秩序あ る配置、舎人地区 での商 業拠点の

形成、土地区画整理事業の推進 をはかって、

流通業務、住宅、農業集約地区とし、6 万1

千人程度 のブロッ ク内人口を想定する。

行財政の展望
1. 行政の民主化と近代化

○ 　変動する行政需要に対応する組織の整備

O 総合的計画的な行政運営体制の確立

○ 　事務事案の簡素化・合理化による事務処

理 体制の整備

○ 　行政機構内部の民主化( 分権化の促進等)

○ 　人事委員会の独自設置等自主的人事運宮

制度の確立

○ 　職員の能力開発と研修制度の客実

○ 　住民自治の原則に立った住民参加の推進

○ 　広報広聴活動の充実

○ 　行政サービス向上のための第二庁舎の建設

○ 　窓口事務の改善と窓ロサービスの向上
○ 　区施設の名称の整理と行政機関所管区域

の調整

2. 財政権の確立と
財政運営の合理化

○ 　中期財政計画の確立

○ 　事業の選別による財源の重点的配分

○ 　経費の節減と効率的 な執行の確保

○ 　周辺区格差是正のため の都区財政制度の

改善

○ 　国・都との税源の再配分

○ 　超過負担の解消等国・都の補助制度改善

○ 　地方債制度の改善と活用

○ 　地方交付税制度の改善

○ 　新財源の確保

○ 　受益者負担の適正化

3. 国・都などへの要望

○ 　都区機能分担の明確化と基礎的 自治体優

先の事務配分

○ 　都市計画及び関連する事務の区への権限

委譲

○ 　土地対策の推進

○ 　税財政制度の改善

○ 　国・都などの施設の積極的な誘致

○ 　国・都などの直轄事業の促進

4. 目標水準の決定

○ 　区民要望の把握と現状水準の確認

○ 　合理的な指標の設定

○ 　目標水準の数量化

実施への方策
基本構想策定の意義は、区がその構想にも

とづいて計画的に行政を運営し、また、区民と

区が望ましい将来像達成のため、それぞれの

役割 を充分理解し、これにそって日常の社会

的経済的活動を行 なっ ていくところにある。

そのためには、区は基本構想策定後も基本構

想にもとづいて計画的に行政運営を行ってい

くための不断の努 力を続けるとともに 、区民

か基本構想を充分理 解し、その実現 のために

協力するように常 に区民に働きかける必要が

ある。 基本構想は長期的 展望に立っての望ま

しい将 来像 とその施策の基本方針を示すにと

どまり、個別施策の具体的内容や個別施策そ

れぞれの、目標年次などを財源との関連で組

みたてたものではない。し たがって現実の区

の行政運営の指針として充分機能するには限

界かあ り。これを補完し 、基本構想の実効性

を確保す るためには、基本構想を具体化し た

下位計画を策定するこ とが、区の計画的行政

運営 のために不可欠となる。

こ の下位計画は、その期間と精度などによ

り2 段階構成によるこ とが妥当である。 その

ひとつは10年程度の期間を もつ「基本計画」
であ り、 もうひとつはこの基本計画により具

体的な事業実施( 予算) に結びつける3 年程
度の「実施計画」 である。この実施計画は、

現 在毎年策定されている ものの内容を検討し、

より充実したものとして毎年度ローリング方

式によって修正 し、策定する 必要かある。

基本構想か、長期的展望に立っ た区の憲法

であるという性 格から、その期間かおよそ20

年程度、あるいはそれ以上が望ましいという

ことを勘 案すれば、基本構想実現への方策と

してこれら の具体性をもった諸計画か必要で

ある。

また、基本構想か区の施策を定めるととも
に、まちづくりにあたっての区民の役割を定

めるという立場からは、施策の進捗状況を毎
年度把握し、譲会や区民にその概要を広く知

らせることが望ましい。区民はこれらの施策
の進捗状況についての意見や要望を述べる機
会が確保されることか必要であり、これらの
意見や要望か基本計画や実施計画の策定に反

映されることか、基本構想実現の方策として
必要となる。
きらに、区民の役割 の明確化をはかるうえ

から、本答申でも提案している「区民憲章」

を区民みずからの手により制定するこ とか是

非 とも必要である。

足立区基本構想審議会審議経過等

足立区基本構想察議会委員名簿( 五十音順・敬称略)

構想への区民参加
基本構想の策定にあたって、広く区民

の皆様の意向や意見をこの構想に反映さ

せるため、「世論調査」「区民の声をきく

会」「区民アンケー卜」を実施しました。

◇世論調査… 昭和52年8 月1 日現在、足

立区内に居住する世帯 の2. 5% にあ

たる5, 046 世帯を対象に実施し まし

た。昨年9 月から9 月20日までに調
査を実施し、回収数は3, 735 でした。

◇区民の声を聞く会… 基本構想審議会で

の中間 まとめをもとに、足立区の将

来像と将来像実現のための課題、方

策について意見を聞きました。昭和53
年3 月14日から3 月22日にかけて

地域別11回、部門別4 回実施し、延213
名の方が出席し、活発な意見が展

開されました。
◇ 区民アンケー卜…区のお知らせ基本構

想( 中間まとめ) 特集号に区民アンケー
卜はがきを折 り込み実施し まし

た。昭和53年3 月10日から3 月31日

に2, 155 人の方から回答が寄せら れ

ました。

これらの構想への区民参加の記録や、

基本構想( 答申) について、くわしくは、

企画部基本構想、長期計画担当( 区役所

5階) へ。

近くの図書館には、これらの、資料を

備えてい ますのでごらんください。


